
資金不足比率 （単位：％）

（参考）平成29年度鏡野町各会計決算の状況
会　　　計　　　名 歳入決算額 歳出決算額 実質収支額（注1）

一　　般　　会　　計 13,991,099 13,228,614 740,238
津山・富線共同バス運行事業特別会計

公
営
事
業
会
計

公
営
企
業
会
計
法
適
用

法
非
適
用

普
通
会
計

4,868 4,868 0
奨学会特別会計 6,280 3,682 2,598
越畑専用水道特別会計 3,029 1,724 1,305
国民健康保険特別会計(事業勘定・直診勘定) 2,174,187 2,047,501 126,686
介護保険特別会計 1,777,572 1,721,451 56,121
後期高齢者医療特別会計 174,549 164,380 10,169
簡易水道特別会計 772,036 651,012 121,024
農業集落排水事業特別会計 379,871 292,642 87,229
林業集落排水事業特別会計 7,245 7,245 0
公共下水道特別会計 1,041,378 883,444 157,934

会　計　名 総収益 総費用 利益剰余金残高（注2）
国保病院事業会計(損益計算書) 1,331,834 1,308,248 75,358
水道事業会計（損益計算書） 258,834 232,251 122,710

（注1）実質収支額＝（ 歳入決算額 － 歳出決算額 ）－（30年度へ繰り越して使用する額 ）
（注2）利益剰余金残高＝前年度繰越利益剰余金＋純利益（－純損失）
（注3）公営企業会計の内、「法適用」とは、地方公営企業法の適用を受けている会計。「非適用」とは、適用を受けていない会計。

（単位：千円）
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国民健康保険病院事業会計 ─ ２０％

水 道 事 業 会 計 ─ ２０％

簡 易 水 道 特 別 会 計 ─ ２０％

公 共 下 水 道 特 別 会 計 ─ ２０％

農業集落排水事業特別会計 ─ ２０％

備　

考

１　各会計において、資金不足額が生じていないため「─」表示で記載しています。

２　各比率が、経営健全化基準を上回る場合は、自主的経営改善努力が義務付けら
れます。

林業集落排水事業特別会計 ─ ２０％

特別会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準比率

（注3）
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